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東京都地域福祉支援計画の策定にあたって 

 
 

我が国では、世界に類を見ないスピードで少子高齢化が

進んでおり、2008 年をピークに人口は減少局面に入り、

既に人口減少社会、そして超高齢社会に突入しています。

全国の 1 割を超える人々が生活する首都東京も例外では

ありません。団塊の世代が後期高齢者になる2025年を境

に人口が減少に転じ、2030年には都民の4人に1人が高

齢者になると見込まれています。 

 

こうした時代の大きな転換点にあって、なお、東京が

持続的に成長していくためには、誰もがもてる能力を存

分に発揮して活躍できる環境を整えるとともに、いくつになっても安心して暮らせる

地域社会を構築することが鍵になります。 

 

都はこれまで、都民の皆様が安心して地域で暮らせるよう、介護、保育、障害の分

野ごとに計画を策定し、大都市特有のニーズに応じた福祉サービスの充実に取り組ん

できましたが、その取組をさらに一歩進めるため、それぞれの計画を横につなぎ、計

画のはざまを埋め、都の福祉施策全般を支えるものとして、本計画を新たに策定いた

しました。 

 

この計画には、地域の支え合いを育み、都民の安心した暮らしを支え、地域福祉を

支えるというテーマに沿って、包括的な相談・支援体制の構築や身近な地域における

住まいの確保や居場所づくり、生活困窮者への総合的な支援体制の整備、福祉人材の

確保・育成・定着、地域の多様な人材の参画と連携など、分野を超えたきめ細かな対

応を充実させるための様々な施策を盛り込んでいます。 

 

私が目指すのは、都市の活力の源となる「人」に焦点を当てた「大義と共感」の都

政です。今後、本計画を着実に推進し、福祉施策を総合的に推し進めることで、誰も

がいきいきと生活でき、活躍できる「ダイバーシティ」を実現してまいります。 

 

 

平成30年3月 

東京都知事
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≪事例一覧≫ 

 

○地域の居場所づくりの取組 ································································ 

きよぴー&とまと、You&I（八王子市） 

○加入率100％の自治会の取組 ··························································· 

立川市大山自治会 

○生徒による地域サービス実習「さくら運送」 ······································· 

都立多摩桜の丘学園（多摩市） 

○相談を通して自立をサポートする取組 ················································· 

 マギーズ東京（江東区） 

○地域包括ケアの地区展開 ··································································· 

世田谷区 

○地域における相談・交流・ネットワークづくりの拠点 ··························· 

江戸川区社会福祉協議会 なごみの家 

○オール社会福祉法人で地域のニーズに応える ······································· 

～東京都地域公益活動推進協議会の取組～ 

「はたらくサポートとうきょう」 

○こまじいのうち ··············································································· 

文京区駒込地区町会連合会 

○多世代が同じ空間で過ごす取組 ·························································· 

NPO 法人 地域の寄り合い所 また明日（小金井市） 

○日常生活の中で、世代間交流を図る取組 ·············································· 

社会福祉法人江東園（江戸川区） 

○住まいの確保と生活支援の一体的な提供 ·············································· 

社会福祉法人悠々会（町田市） 

○成年後見制度利用の促進に向けて ···················································· 

世田谷区社会福祉協議会 成年後見センターえみぃ 

○サービスラーニングの取組 ····························································· 

··· 

··· 

大正大学＋豊島区＋豊島区民社会福祉協議会 

２４

２６

２７

２９

３３

３５

３８

４６

５７

５９

６５

８７

９６

 
 

≪事例一覧≫ 

 

地域の居場所づくりの取組 きよぴー&とまと、You&I（八王子市） ２４ページ 

加入率100％の自治会の取組 立川市おおやま自治会 ２６ページ 

生徒による地域サービス実習「さくら運送」 都立多摩、さくらのおか学園（多摩市） 

２７ページ 

相談を通して自立をサポートする取組 マギーズ東京（江東区） ２９ページ 

地域包括ケアの地区展開 世田谷区 ３３ページ 

地域における相談・交流・ネットワークづくりの拠点 江戸川区社会福祉協議会 な

ごみの家 ３５ページ 

オール社会福祉法人で地域のニーズに応える 東京都地域公益活動推進協議会の取組

「はたらくサポートとうきょう」 ３８ページ 

こまじいのうち 文京区駒込地区町会連合会 ４６ページ 

多世代が同じ空間で過ごす取組 NPO 法人 地域の寄り合い所 またあした（小金井

市） ５７ページ 

日常生活の中で、世代間交流を図る取組 社会福祉法人江東園（江戸川区） ５９ペ

ージ 

住まいの確保と生活支援の一体的な提供 社会福祉法人悠々会（町田市） ６５ペー

ジ 

成年後見制度利用の促進に向けて 世田谷区社会福祉協議会 成年後見センターえみ

ぃ ８７ページ 

サービスラーニングの取組 大正大学＋豊島区＋豊島区民社会福祉協議会 ９６ペー

ジ 
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第
１
章

１１ 
 

第１節 計画の位置付け 

（１）計画策定の趣旨 
○ 東京都（以下「都」という。）はこれまで、東京都高齢者保健福祉計画、東

京都障害者計画・東京都障害福祉計画、東京都子供・子育て支援総合計画等

の各分野の法定計画に基づき、サービス基盤の整備や専門人材の確保・育成

を進めるなど、福祉施策を推進してきました。 
 
○ 東京では、少子高齢化の急激な進行、高齢世帯や一人暮らし世帯の増加、

住民同士のつながりの希薄化など、地域の状況が変化し続けており、住民が

地域で生活していく中で抱える課題は複雑化・複合化しています。これに対

応するために、各地域において、行政内部での連携はもとより、地域住民や

福祉関係団体など多様な主体同士がそれぞれ、又は行政との連携を進め、分

野や世代を超えたきめ細かな相談支援体制を構築することが求められていま

す。 
 
○ こうしたことから、都は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 108

条第 1 項に規定する都道府県地域福祉支援計画として、東京都地域福祉支援

計画（以下「この計画」という。）を新たに策定することとしました。 
  社会福祉法第 108 条第 1 項では、次の五つの事項を都道府県地域福祉支

援計画に記載することとされています。 
 

① 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項 
② 区市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 
③ 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する

事項 
④ 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全

な発達のための基盤整備に関する事項 
⑤ 区市町村による地域福祉の推進のための包括的な支援体制の整備への支

援に関する事項 

 

 
 

【２ページ】 

第１せつ 計画の位置付け 

（かっこ１）計画策定の趣旨 

○ 東京都（以下「都」という。）はこれまで、東京都高齢者保健福祉計画、東

京都障害者計画・東京都障害福祉計画、東京都子供・子育て支援総合計画等

の各分野の法定計画に基づき、サービス基盤の整備や専門人材の確保・育成

を進めるなど、福祉施策を推進してきました。 

 

○ 東京では、しょうし高齢化の急激な進行、高齢世帯や一人暮らし世帯の増

加、住民同士のつながりの希薄化など、地域の状況が変化し続けており、住

民が地域で生活していく中で抱える課題は複雑化・複合化しています。これ

に対応するために、各地域において、行政内部での連携はもとより、地域住

民や福祉関係団体など多様な主体同士がそれぞれ、又は行政との連携を進め、

分野や世代を超えたきめ細かな相談支援体制を構築することが求められてい

ます。 

 

○ こうしたことから、都は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 108

条第 1 項に規定する都道府県地域福祉支援計画として、東京都地域福祉支援

計画（以下「この計画」という。）を新たに策定することとしました。 

  社会福祉法第 108 条第 1 項では、次の五つの事項を都道府県地域福祉支

援計画に記載することとされています。 

 

まる１ 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉

に関し、共通して取り組むべき事項 

まる２ 区市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 

まる３ 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保または資質の向上に関

する事項 

まる４ 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健

全な発達のための基盤整備に関する事項 

まる５ 区市町村による地域福祉の推進のための包括的な支援体制の整備への

支援に関する事項 
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（２）計画期間 
○ 関連する福祉分野の諸計画の期間との整合性や、改正社会福祉法の附則に

規定された包括的な支援体制の構築に係る検討条項１を踏まえ、平成 30 年度

から平成 32 年度までの 3 か年を計画期間とし、その間に地域福祉の推進に

向けて取り組むべき施策の方向性を明らかにするものとします。 
 
○ また、東京における人口のピークと推計される 2025 年やその先を見据え

た中長期的な視点も盛り込むものとします。 
 

                                                 
１ 政府は、社会福祉法の一部改正を含む、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律（平成29 年法律第52 号）の公布（平成29 年6 月2 日）後3 年を

目途として、区市町村による地域福祉の推進のための包括的な支援体制を全国的に整備するた

めの方策について検討を加え、必要に応じて所要の措置を講ずるものとされている。 

 
 

【３ページ】 

（かっこ２）計画期間 

○ 関連する福祉分野の諸計画の期間との整合性や、改正社会福祉法の附則に

規定された包括的な支援体制の構築に係る検討条項を踏まえ、平成 30 年度

から平成 32 年度までの 3 か年を計画期間とし、その間に地域福祉の推進に

向けて取り組むべき施策の方向性を明らかにするものとします。 

 

○ また、東京における人口のピークと推計される 2025 年やその先を見据え

た中長期的な視点も盛り込むものとします。 
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（３）関連する他の計画との関係 
○ この計画は、東京都高齢者保健福祉計画、東京都障害者・障害児施策推進

計画、東京都子供・子育て支援総合計画等、福祉分野の各計画と整合性を図

りつつ策定します。 
 

＜各計画の策定・改定スケジュール＞ 

名称 根拠法 性格
2015
H27

2016
H28

2017
H29

2018
H30

2019
H31

2020
H32

東京都地域福
祉支援計画

社会福祉法
福祉分野にまた
がる共通事項等
を定める計画

東京都高齢者
保健福祉計画

老人福祉法、
介護保険法

高齢者の総合
的・基本的計画

東京都障害者・
障害児施策推
進計画

障害者基本法、

障害者総合支
援法、児童福
祉法

障害者（児）施策
に関する基本計
画

東京都子供・子
育て支援総合
計画

子ども・子育て
支援法、

次世代育成支
援対策推進法

子供・子育て支
援の総合計画

平成27年度～平成31年度

平成27年度～平成29年度

平成27年度～平成29年度

平成30年度～平成32年度

平成30年度～平成32年度

中間見直

計画改定

計画改定

計画改定

計画改定

計画改定

新規策定

平成30年度～平成32年度

計画改定

 

 
 

【４ページ】 

（かっこ３）関連する他の計画との関係 

○ この計画は、東京都高齢者保健福祉計画、東京都障害者・障害児施策推進

計画、東京都子供・子育て支援総合計画等、福祉分野の各計画と整合性を図

りつつ策定します。 
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○ この計画は、福祉分野の各計画との関係において、次の三つの役割を果た

すことで、都の総合的かつ計画的な福祉施策の推進に資するとともに、広域

的な見地から区市町村の地域福祉を支援し、都内における分野横断的な福祉

施策の展開を加速させることを目的として策定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
      

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 各福祉分野に共通する基本的な考え方を示し、都における福祉施策を 

「支える」。 
② 都民の生活を支える様々な施策の方向性を示し、個別計画の 

「はざまを埋める」。 
③ 各分野にまたがる共通事項について定め、各福祉分野を 

「横につなぐ」。 

＜地域福祉支援計画と福祉分野の各計画との関係のイメージ＞ 

地域福祉支援計画の
三つの役割

①支える

②はざまを埋める

③横につなぐ

障害者・
障害児

高齢者

子供・
子育て

 
 

【５ページ】 

○ この計画は、福祉分野の各計画との関係において、次の三つの役割を果た

すことで、都の総合的かつ計画的な福祉施策の推進に資するとともに、広域

的な見地から区市町村の地域福祉を支援し、都内における分野横断的な福祉

施策の展開を加速させることを目的として策定します。 

 

１ 各福祉分野に共通する基本的な考え方を示し、都における福祉施策を支える。 

２ 都民の生活を支える様々な施策の方向性を示し、個別計画のはざまを埋める。 

３ 各分野にまたがる共通事項について定め、各福祉分野を横につなぐ。 
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第２節 計画策定の背景 

（１）地域共生社会の実現に向けた国の改革の方向性 
○ 現在、国は、「地域共生社会」の実現を基本コンセプトとした、法整備等の

改革を進めています。この改革は、「我が事」と「丸ごと」の二つのキーワ

ードで説明されます。  
 

 ◆ 「我が事」 
   家庭の機能の低下や、日常の様々な場面におけるつながりの弱まりを背景

に、社会的孤立や制度のはざまの課題が表面化していることから、地域住民

が「他人事」ではなく「我が事」の意識を持って、課題の解決や地域づくり

に主体的に取り組み、つながり支え合う地域を育んでいくことをいいます。 
 
◆ 「丸ごと」 

様々な分野の課題が絡み合って複雑化したり、個人や世帯単位で複数分野の

課題を抱え、複合的な支援を必要とする状況が見られることや、地域によって

は急速な人口減少が進んでおり、専門人材の確保や公的支援の安定的な提供が

困難になってきていることなどを背景に、課題に包括的に対応したり、地域の

実情に応じて高齢・障害といった分野をまたがった総合的な支援を提供しやす

くしたりできるようにすることをいいます。 
 
（２）「地域力強化検討会」における検討と社会福祉法等の改正 

○ 「我が事・丸ごと」の体制整備に向け国が設置した、「地域力強化検討会２」

の「中間とりまとめ」に基づき、平成 29 年 6 月、社会福祉法等が改正さ

れ、平成30年4月から、区市町村による包括的な支援体制の整備の努力義

務化、高齢者と障害児者が同一の事業所で支援を受けられる共生型サービ

スの創設、区市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定の努

力義務化などが行われることとなりました。 
 
○ 検討会の「最終とりまとめ」の考え方を踏まえ、平成 29 年 12 月には、

区市町村における包括的な支援体制の整備に係る指針３と、地域福祉（支援）

計画の策定ガイドラインを含んだ通知４が発出されました。 
 

                                                 
２ 地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会 
３ 社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針（平成29 年厚生

労働省告示第355 号） 
４ 地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について（平成29 年12 月12 日） 

 
 

【６ページ】 

第２せつ 計画策定の背景 

（かっこ１）地域共生社会の実現に向けた国の改革の方向性 

○ 現在、国は、「地域共生社会」の実現を基本コンセプトとした、法整備等

の改革を進めています。この改革は、「我が事」と「丸ごと」の二つのキー

ワードで説明されます。 

 

  「我が事」 

   家庭の機能の低下や、日常の様々な場面におけるつながりの弱まりを背景

に、社会的孤立や制度のはざまの課題が表面化していることから、地域住民

が「他人ごと」ではなく「我が事」の意識を持って、課題の解決や地域づく

りに主体的に取り組み、つながり支え合う地域を育んでいくことをいいます。 

 

 「丸ごと」 

様々な分野の課題が絡み合って複雑化したり、個人や世帯単位で複数分野の

課題を抱え、複合的な支援を必要とする状況が見られることや、地域によって

は急速な人口減少が進んでおり、専門人材の確保や公的支援の安定的な提供が

困難になってきていることなどを背景に、課題に包括的に対応したり、地域の

実情に応じて高齢・障害といった分野をまたがった総合的な支援を提供しやす

くしたりできるようにすることをいいます。 

 

（かっこ２）「地域力強化検討会」における検討と社会福祉法等の改正 

○ 「我が事・丸ごと」の体制整備に向け国が設置した、「地域力強化検討会」

の「中間とりまとめ」に基づき、平成 29 年 6 月、社会福祉法等が改正さ

れ、平成 30 年 4 月から、区市町村による包括的な支援体制の整備の努力

義務化、高齢者と障害児者が同一の事業所で支援を受けられる共生型サービ

スの創設、区市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定の努

力義務化などが行われることとなりました。 

 

○ 検討会の「最終とりまとめ」の考え方を踏まえ、平成 29 年 12 月には、

区市町村における包括的な支援体制の整備に係る指針と、地域福祉（支援）

計画の策定ガイドラインを含んだ通知が発出されました。 
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（３）地域生活課題の解決 
○ 社会福祉法第４条では、地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、地

域住民及びその世帯が抱える地域生活課題を把握し、支援関係機関との連携

等により解決を図るよう留意するものとされました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 第１項では、地域住民等は、相互に協力して地域福祉の推進に努める主 

体として位置付けられています。「地域住民等」には、地域住民だけでなく、

社会福祉法人等の事業者、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ボランテ

ィア等の地域で活動する主体が含まれます。あわせて、地域住民がサービス

の受け手となるだけでなく、社会活動等の様々な活動に参加するなど、誰も

が地域で役割を持って、地域を支え合うことの重要性が示されています。 
 
○ 第２項では、地域住民が抱える課題の把握及び解決に向けて留意すべき 

事項が、大きく三つ、示されています。 

社会福祉法（抜粋） 
（地域福祉の推進） 
第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関す

る活動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービ

スを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社

会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、

地域福祉の推進に努めなければならない。 
２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地

域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支

援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪

化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サー

ビスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要

とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保

される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活

課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との

連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 
 
（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 
第６条 （略） 
２ 国及び地方公共団体は、地域住民等が地域生活課題を把握し、支援関係機関

との連携等によりその解決を図ることを促進する施策その他地域福祉の推進の

ために必要な各般の措置を講ずるよう努めなければならない。 

 
 

【７ページ】 

（かっこ３）地域生活課題の解決 

○ 社会福祉法第４条では、地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、地

域住民及びその世帯が抱える地域生活課題を把握し、支援関係機関との連携

等により解決を図るよう留意するものとされました。 

 

社会福祉法（抜粋） 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活

動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要

とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文

化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進

に努めなければならない。 

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地域住

民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（よう介護状態若しくはよう支援状

態となることの予防またはよう介護状態若しくはよう支援状態の軽減若しくは悪化

の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを

必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域

住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各

般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する

支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を

図るよう特に留意するものとする。 

 

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 

第６条 （略） 

２ くに及び地方公共団体は、地域住民等が地域生活課題を把握し、支援関係機関と

の連携等によりその解決を図ることを促進する施策その他地域福祉の推進のために

必要な各般の措置を講ずるよう努めなければならない。 

 
○ 第１項では、地域住民等は、相互に協力して地域福祉の推進に努めるしゅ

たいとして位置付けられています。「地域住民等」には、地域住民だけでな

く、社会福祉法人等の事業者、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ボラ

ンティア等の地域で活動する主体が含まれます。あわせて、地域住民がサー

ビスの受け手となるだけでなく、社会活動等の様々な活動に参加するなど、

誰もが地域で役割を持って、地域を支え合うことの重要性が示されています。 
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１７ 
 

○ 第一に、課題を全人的に捉えることの重要性です。法律等の制度に基づい

た福祉サービスの発展は、様々な生活上のリスクを軽減するとともに、課題

への対応を容易にしてきました。しかし、私たちの日常生活は、育ってきた

環境や現在の環境、家庭の状況、経済状況、身体状況などの影響や制約を受

けつつ、他の人々との関係性の中で、暮らし、働き、学び、何らかの役割を

持ち、活動し、支え合いながら連続的に営まれるものであり、部分的に切り

出すことはできません。このため、福祉だけでなく、保健医療、住まい、就

労、教育など、暮らしのあらゆる面から課題を把握することが必要です。特

に、住まいは地域で本人が希望する暮らしを続けるための前提条件として重

要です。 
 
○ 第二に、世帯単位で課題を捉えることの重要性です。介護を必要とする高

齢者とひきこもりの子供が同居している世帯や、認知症の親に加え医療的ケ

アが必要な子供とも同居するダブルケアの世帯など、個人個人の課題に着目

すると既存のサービスで対応可能な課題と見える場合でも、世帯全体を見る

と非常に困難な状況に陥っているケースがあります。このため、個人単位の

課題の背景にある世帯全体の状況を把握して対応することが重要です。 
 
○ 第三に、関係者同士の連携の重要性です。全人的な課題や世帯全体の課題

は、単独の制度に基づく支援だけで対応することは困難です。このため、公

的な制度に基づく各種のサービスや、ボランティアや住民同士の支え合いな

どを組み合わせて解決に導いていくことが必要になります。従来の福祉の担

い手にとどまらず、地域に関わる幅広い関係者が参画・連携し、それぞれが

どのような役割を担うことができるか、活用できる資源やマンパワーが眠っ

ていないか、地域の居場所や支え合いの仕組みを新たにつくることはできる

かなど、課題を話し合いながら地域の将来像を考えていくことが望まれます。 
 
○ 第６条第２項では、国及び地方公共団体は、地域住民等と連携して、地域

生活課題の解決を促進する施策を展開していくべきことが規定されていま

す。地域住民等による解決が困難な課題については、行政が課題を受け止め、

専門的なノウハウを活かし、一緒に解決していく心構えが必要です。そのた

めには、縦割りを排し、複合的な課題やはざまの課題について包括的に相談

できる窓口や体制を整備することや、福祉分野にとどまらない庁内の連携体

制を構築して情報や課題を共有することが重要です。 

 
 

このページは上にも音声コードがあります。 
【８ページ】 

○ 第２項では、地域住民が抱える課題の把握及び解決に向けて留意すべき事項が、

大きく三つ、示されています。 
 
○ 第一に、課題を全じん的に捉えることの重要性です。法律等の制度に基づいた福

祉サービスの発展は、様々な生活上のリスクを軽減するとともに、課題への対応を

容易にしてきました。しかし、私たちの日常生活は、育ってきた環境や現在の環境、

家庭の状況、経済状況、身体状況などの影響や制約を受けつつ、他の人々との関係

性の中で、暮らし、働き、学び、何らかの役割を持ち、活動し、支え合いながら連

続的に営まれるものであり、部分的に切り出すことはできません。このため、福祉

だけでなく、保健医療、住まい、就労、教育など、暮らしのあらゆる面から課題を

把握することが必要です。特に、住まいは地域で本人が希望する暮らしを続けるた

めの前提条件として重要です。 
 
○ 第二に、世帯単位で課題を捉えることの重要性です。介護を必要とする高齢者と

ひきこもりの子供が同居している世帯や、認知症の親に加え医療的ケアが必要な子

供とも同居するダブルケアの世帯など、個人個人の課題に着目すると既存のサービ

スで対応可能な課題と見える場合でも、世帯全体を見ると非常に困難な状況に陥っ

ているケースがあります。このため、個人単位の課題の背景にある世帯全体の状況

を把握して対応することが重要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
○ 第三に、関係者同士の連携の重要性です。全じん的な課題や世帯全体の課題は、

単独の制度に基づく支援だけで対応することは困難です。このため、公的な制度に

基づく各種のサービスや、ボランティアや住民同士の支え合いなどを組み合わせて

解決に導いていくことが必要になります。従来の福祉の担い手にとどまらず、地域

に関わる幅広い関係者が参画・連携し、それぞれがどのような役割を担うことがで

きるか、活用できる資源やマンパワーが眠っていないか、地域の居場所や支え合い

の仕組みを新たにつくることはできるかなど、課題を話し合いながら地域の将来像

を考えていくことが望まれます。 
 
○ 第６条第２項では、国及び地方公共団体は、地域住民等と連携して、地域生活課

題の解決を促進する施策を展開していくべきことが規定されています。地域住民等

による解決が困難な課題については、行政が課題を受け止め、専門的なノウハウを

活かし、一緒に解決していく心構えが必要です。そのためには、縦割りを排し、複

合的な課題やはざまの課題について包括的に相談できる窓口や体制を整備するこ

とや、福祉分野にとどまらない庁内の連携体制を構築して情報や課題を共有するこ

とが重要です。 
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１７ 
 

○ 第一に、課題を全人的に捉えることの重要性です。法律等の制度に基づい

た福祉サービスの発展は、様々な生活上のリスクを軽減するとともに、課題

への対応を容易にしてきました。しかし、私たちの日常生活は、育ってきた

環境や現在の環境、家庭の状況、経済状況、身体状況などの影響や制約を受

けつつ、他の人々との関係性の中で、暮らし、働き、学び、何らかの役割を

持ち、活動し、支え合いながら連続的に営まれるものであり、部分的に切り

出すことはできません。このため、福祉だけでなく、保健医療、住まい、就

労、教育など、暮らしのあらゆる面から課題を把握することが必要です。特

に、住まいは地域で本人が希望する暮らしを続けるための前提条件として重

要です。 
 
○ 第二に、世帯単位で課題を捉えることの重要性です。介護を必要とする高

齢者とひきこもりの子供が同居している世帯や、認知症の親に加え医療的ケ

アが必要な子供とも同居するダブルケアの世帯など、個人個人の課題に着目

すると既存のサービスで対応可能な課題と見える場合でも、世帯全体を見る

と非常に困難な状況に陥っているケースがあります。このため、個人単位の

課題の背景にある世帯全体の状況を把握して対応することが重要です。 
 
○ 第三に、関係者同士の連携の重要性です。全人的な課題や世帯全体の課題

は、単独の制度に基づく支援だけで対応することは困難です。このため、公

的な制度に基づく各種のサービスや、ボランティアや住民同士の支え合いな

どを組み合わせて解決に導いていくことが必要になります。従来の福祉の担

い手にとどまらず、地域に関わる幅広い関係者が参画・連携し、それぞれが

どのような役割を担うことができるか、活用できる資源やマンパワーが眠っ

ていないか、地域の居場所や支え合いの仕組みを新たにつくることはできる

かなど、課題を話し合いながら地域の将来像を考えていくことが望まれます。 
 
○ 第６条第２項では、国及び地方公共団体は、地域住民等と連携して、地域

生活課題の解決を促進する施策を展開していくべきことが規定されていま

す。地域住民等による解決が困難な課題については、行政が課題を受け止め、

専門的なノウハウを活かし、一緒に解決していく心構えが必要です。そのた

めには、縦割りを排し、複合的な課題やはざまの課題について包括的に相談

できる窓口や体制を整備することや、福祉分野にとどまらない庁内の連携体

制を構築して情報や課題を共有することが重要です。 

１８ 
 

 
 
 
 

＜地域生活課題と解決に向けた連携・支援のイメージ＞ 

日常生活、あらゆる分野（社会・経済・文化・その他）の活動への参加

福祉に関する課題

介護・介護予防に
関する課題 保健医療に関する課題

住まいに関する課題

就労に関する課題教育に関する課題

地域社会からの孤立

その他様々な課題

福祉サービスを必要とする

地域住民・世帯

狭義の
福祉的課題

広義の
福祉的課題

連
携

地域住民

福祉サービス事業者

社会福祉に関する
活動を行う者

支援を行う関係機関

把握
する

解決を
図る

≪地域住民等≫

国・地方公共団体

【地域生活課題】

 
 

【９ページ】 
音声コードはございません。 
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第３節 地域福祉と関連要素 

（１）用語の定義 
○ 「地域福祉」は、様々な要素を含んだ複合的・多面的な概念です。この計

画では、地域福祉や、地域福祉を構成する諸要素を次のように定義します。 
 

ア 地域 

○ 高齢者、障害者、子供といった、世代や背景が異なる人々が相互に関係し

合い、共に参加し、学び、働き、遊び、住まい、暮らす場 
 

イ 地域福祉 

  ○ 地域の住民等が主体となり、区市町村のバックアップも受けながら、分

野や世代を超えて共に参加・協力し、福祉・保健・医療関係者等と連携す

るとともに、社会福祉施設、医療・教育機関、企業など地域の社会資源を

生かしながら、地域の生活課題を発見し、解決を図るという考え方 
 

ウ 地域福祉の「圏域」 

○ 様々な主体による地域福祉活動の範囲となる地理的な区域のこと。次に掲

げるような、異なるレベルの圏域が重層的に重なり合っており、圏域内や圏

域間のネットワークにより、包括的な支援体制を整備 
① 住民の具体的な活動の場となる小学校区域 
② 専門職の関与により包括的な相談体制が整えられる中学校区域 
③ 多機関が協働した総合的な支援体制が整備される区市町村域 
④ 特に専門的かつ困難な課題への対応が図られる東京都域 

 
○ 区市町村域の中の圏域は、歴史的・地理的な条件や地域資源、住民の生活

実態等に応じて、適切に設定することが重要です。町会・自治会や民生委員・

児童委員の活動範囲、公的機関の設置単位、学区など、様々な区域がありま

す。これらは必ずしも一致しているわけではないので、地域福祉の圏域を設

定する際には、これらの区域との整合性や連携についても考慮する必要があ

ります。 
 
 
 
 
 
 

 
 

【１０ページ】 

第３せつ 地域福祉と関連要素 
（かっこ１）用語の定義 

○ 「地域福祉」は、様々な要素を含んだ複合的・多面的な概念です。この計

画では、地域福祉や、地域福祉を構成する諸要素を次のように定義します。 
 

ア 地域 

○ 高齢者、障害者、子供といった、世代や背景が異なる人々が相互に関係し

合い、共に参加し、学び、働き、遊び、住まい、暮らす場 
 

イ 地域福祉 

  ○ 地域の住民等が主体となり、区市町村のバックアップも受けながら、分

野や世代を超えて共に参加・協力し、福祉・保健・医療関係者等と連携す

るとともに、社会福祉施設、医療・教育機関、企業など地域の社会資源を

生かしながら、地域の生活課題を発見し、解決を図るという考え方 
 

ウ 地域福祉の「圏域」 

○ 様々な主体による地域福祉活動の範囲となる地理的な区域のこと。次に掲

げるような、異なるレベルの圏域が重層的に重なり合っており、圏域内や圏

域間のネットワークにより、包括的な支援体制を整備 
１ 住民の具体的な活動の場となる小学校区域 
２ 専門職の関与により包括的な相談体制が整えられる中学校区域 
３ 多機関が協働した総合的な支援体制が整備される区市町村域 
４ 特に専門的かつ困難な課題への対応が図られる東京都域 

 
○ 区市町村域の中の圏域は、歴史的・地理的な条件や地域資源、住民の生活

実態等に応じて、適切に設定することが重要です。町会・自治会や民生委員・

児童委員の活動範囲、公的機関の設置単位、学区など、様々な区域がありま

す。これらは必ずしも一致しているわけではないので、地域福祉の圏域を設

定する際には、これらの区域との整合性や連携についても考慮する必要があ

ります。 
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＜圏域のイメージ＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）地域共生社会 

  ○ 「地域共生社会」とは、地域住民や地域の多様な主体が、「地域福祉」の

考え方に沿って、自らにできることを考え、暮らし続けたい地域の将来像

やそのための方法について、利害を調整しながら合意し、共通の目標に向

かって連携することで、住民一人ひとりの暮らし、生きがい、主体性、尊

厳などが尊重され、守られる社会の姿です。 
 
（３）地域共生社会と地域包括ケアシステムの関係性 

○ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる社会の実現を目指し、医療、

介護、介護予防、住まい及び日常生活支援を包括的に確保する地域包括ケア

システムの考え方は、介護保険制度改革の中で、地域を基盤とした医療介護

をはじめとした制度横断的な包括的支援の仕組みという意味で、主に高齢者

支援の分野で発展してきました。 

小学校区域

中学校区域

区市町村域

東京都域

地域住民

居場所・サロン

子供食堂

通所事業所

民生委員
児童委員

地域福祉
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

生活支援
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

相談支援
包括化推進員

入所事業所

住民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

社会福祉法人

相談支援事業所

地域包括
支援センター

東京都
社会福祉協議会

区市町村
社会福祉協議会

地区社協

自立相談
支援機関

ご近所さん

相談

相談
（困難事例）

支所・出張所

区市町村各部署

東京都各局

NPO 企業商店会

プロボノ

中間支援機関

基幹相談
支援センター

保健所

保健センター

子供家庭
支援センター

子育てひろば

町会・自治会

ｱｳﾄﾘｰﾁ
地域支援

ｱｳﾄﾘｰﾁ
相談支援

広域支援

育成・支援・
関与

活動・参加

 
 

【１１ページ】 
（かっこ２）地域共生社会 
  ○ 「地域共生社会」とは、地域住民や地域の多様な主体が、「地域福祉」の

考え方に沿って、自らにできることを考え、暮らし続けたい地域の将来像

やそのための方法について、利害を調整しながら合意し、共通の目標に向

かって連携することで、住民一人ひとりの暮らし、生きがい、主体性、尊

厳などが尊重され、守られる社会の姿です。 
 
（かっこ３）地域共生社会と地域包括ケアシステムの関係性 

○ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる社会の実現を目指し、医療、

介護、介護予防、住まい及び日常生活支援を包括的に確保する地域包括ケア

システムの考え方は、介護保険制度改革の中で、地域を基盤とした医療介護

をはじめとした制度横断的な包括的支援の仕組みという意味で、主に高齢者

支援の分野で発展してきました。 
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○ 地域包括ケアシステムの実践においては、見守りやサロン活動など、地域

住民によるインフォーマルサポートも広がりを見せており、地域住民が積極

的に地域に参画する事例が見られます。 
 
○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、地域包括ケアシステム

の考え方や実践は、広がり、深化しています。 

 
○ 一方、障害者支援、子供・子育て支援、生活困窮者支援などの分野でも、

それぞれのニーズに応じたサービスや、地域での支え合いの仕組みが整備さ

れてきました。 
 
○ こうした各制度や分野における支援や支え合いの仕組みを連携させると

ともに、複合的な課題を抱える人や、支援を必要とする可能性のある人全体

へと広げ、制度や分野を超えた共通の考え方として普遍化していくことを通

し、地域包括ケアシステムは、地域共生社会を実現するための仕組みとして

機能していきます。 
 

＜地域包括ケアシステムの普遍化と地域共生社会＞ 

地域共生社会

地域包括ケアシステムの普遍化

医療・看護 保健

福祉

予防

社会参加

住まい

住まい方

就労

生活支援

地域づくり

 

 
 

【１２ページ】 
○ 地域包括ケアシステムの実践においては、見守りやサロン活動など、地域

住民によるインフォーマルサポートも広がりを見せており、地域住民が積極

的に地域に参画する事例が見られます。 
 
○ 団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向けて、地域包括ケアシステ

ムの考え方や実践は、広がり、深化しています。 

 
○ 一方、障害者支援、子供・子育て支援、生活困窮者支援などの分野でも、

それぞれのニーズに応じたサービスや、地域での支え合いの仕組みが整備さ

れてきました。 
 
○ こうした各制度や分野における支援や支え合いの仕組みを連携させると

ともに、複合的な課題を抱える人や、支援を必要とする可能性のある人全体

へと広げ、制度や分野を超えた共通の考え方として普遍化していくことを通

し、地域包括ケアシステムは、地域共生社会を実現するための仕組みとして

機能していきます。 
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第４節 計画の理念 

○ この計画では次の三つの理念を掲げ、地域福祉を支援する取組を進めていき

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理念１ 誰もが、所属や世代を超え、地域で共に参加・協働し、互いに支え、

支えられながら、生きがいと尊厳を持って、安心して暮らすことができる

東京 
 
理念２ 地域の課題について、身近な場において包括的に相談でき、解決に

向けてつながることができる東京 
 
理念３ 多様な主体が、それぞれの専門性や個性を活かし、地域づくりに参

画することができる東京 

 
 

【１３ページ】 

第４せつ 計画の理念 
○ この計画では次の三つの理念を掲げ、地域福祉を支援する取組を進めて 

いきます。 
 
理念１ 誰もが、所属や世代を超え、地域で共に参加・協働し、互いに支え、支

えられながら、生きがいと尊厳を持って、安心して暮らすことができる東京 

 

理念２ 地域の課題について、身近な場において包括的に相談でき、解決に向け

てつながることができる東京 

 

理念３ 多様な主体が、それぞれの専門性や個性を活かし、地域づくりに参画す

ることができる東京 
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第５節 計画の構成 

○ 第４節で掲げた三つの理念を具現化するため、この計画の第３章では、三つ

のテーマを設定した上で、それぞれのテーマに関する課題と、計画期間中に都

が取り組む施策の方向性を明らかにしています。 
  

＜東京都地域福祉支援計画の構成要素＞ 

 
 
○ さらに、「おわりに」として、地域共生社会の実現を見据えた中長期的な視点

から、東京における地域の未来に向けた考え方を示しています。 
 
 
 
 
 
 
 

東京における「地域共生社会」の実現

「東京の未来に向けて」

地域生活課題の解決

１ 誰もが、所属や世代を超え、地域で共に参加・協働し、互いに支え、支えられながら、生きがいと尊厳を持って、安心して暮ら
すことができる東京

２ 地域の課題について、身近な場において包括的に相談でき、解決に向けてつながることができる東京
３ 多様な主体が、それぞれの専門性や個性を活かし、地域づくりに参画することができる東京

テーマ①「地域の支え合いを育む」

テーマ②「安心した暮らしを支える」

テーマ③「地域福祉を支える」

三つの理念の具現化

Ø包括的な相談・支援体制の構築
Ø身近な地域の居場所づくり
Ø地域住民等と行政の協働による地域生活課題の解決体制の構築

Ø住宅確保要配慮者への支援
Ø生活困窮者への総合的な支援体制の整備
Ø多様な地域生活課題への対応

Ø権利擁護の推進
Ø災害時要配慮者対策の推進

Ø民生委員・児童委員の活動への支援
Ø福祉サービスの質の向上

Ø福祉人材の確保・育成・定着

第３章第４章

おわりに

Ø対象を限定しない福祉サービスの提供
Ø地域の多様な活動の推進

 
 

【１４ページ】 

第５せつ 計画の構成 
○ 第４節で掲げた三つの理念を具現化するため、この計画の第３章では、三

つのテーマを設定した上で、それぞれのテーマに関する課題と、計画期間中

に都が取り組む施策の方向性を明らかにしています。 
 

○ さらに、「おわりに」として、地域共生社会の実現を見据えた中長期的な

視点から、東京における地域の未来に向けた考え方を示しています。 
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